
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                    
 

令和７年３月１４日 
 
 
 

豊 田 市 
 
  

 

令和７年度「商工会を中心とした地域商工業振興に 

対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 

 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
１ 小規模事業者の経営支援の強化 

（１）個別小規模事業者に対する補助
制度の拡充（個社支援制度）  
 
地域経済の担い手である小規模事業
者への補助制度の継続・拡充を要望
します。 
① 創業・起業支援、空き家、空き店
舗・工場など活用、事業者の経営意欲
の喚起、人材確保並びに育成、特産品
開発、販路開拓への既存助成制度の
維持・拡充 

・空き工場の活用については、土地、家屋、償却資産の取得費用
の一部を成⾧産業立地奨励金及び設備投資奨励金にて支援し
ていく。 

・また、人材確保及び人材育成に関する支援については、引き続
き人材活躍支援補助金による補助等を実施していく。 

（産業部 産業労働課） 
 
・小規模事業者を含む中小企業による製造業、建設業又は情報通

信業に関する事業で、新製品・新技術の開発等に要する経費の
一部を補助することで、引き続き、新事業展開に向けた取組を
支援していく。 

（産業部 次世代産業課） 
 
・令和７年３月策定予定の商業活性化プラン（２０２５－２０２

９）に基づき、「創業しやすい環境」の形成に向けて、関係団体
による創業サポートや信用保証料補助金の支援に加え、創業へ
の関心を高めるための創業機運を醸成する取組を行っていく。 

また、商業パワーアップ支援補助金の一部見直しを図り、事
業拡大などの新たな事業展開へのチャレンジを促進していく。 

（産業部 商業観光課） 
 

・設備投資奨励金（５０百万円） 
 
 
・人材活躍支援補助金（２３百万円） 
 
 
 
・ものづくり創造補助金（２１百万円） 
 
 
 
 
 
・信用保証料補助金（３７百万円） 
・商業活性化対策費（１７百万円） 
・商業パワーアップ支援補助金 
（２５百万円）（建設業追加） 

通番 １ 
 
 



 
６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 

 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
１ 小規模事業者の経営支援の強化 

（１）個別小規模事業者に対する補助
制度の拡充（個社支援制度）  
 
地域経済の担い手である小規模事業
者への補助制度の継続・拡充を要望
します。 
② 空き家、空き店舗を活用した事業
に対して、既存融資の他に店舗改修
費や家賃補助の新設 

・店舗の改修費等の補助を新設する予定はないが、事業拡大等に
よる店舗改修費が発生する場合には、商業パワーアップ支援補
助金により支援していく。 

  なお、商業の担い手の確保と維持については、令和７年３月
策定予定の商業活性化プラン（２０２５－２０２９）において
も課題と認識しており、創業支援を重点施策に位置付けてい
る。次年度は特に創業機運醸成事業に取り組み、創業に関心の
ある若者が実際に創業に向けた事業イメージの形成、資金計画
の作成等に踏み出せるよう後押しをしていく。 

（産業部 商業観光課） 

・商業パワーアップ支援補助金 
（２５百万円） 

・商業活性化対策費（１７百万円） 
 

通番 ２ 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
１ 小規模事業者の経営支援の強化 

（１）個別小規模事業者に対する補助
制度の拡充（個社支援制度）  
 
地域経済の担い手である小規模事業
者への補助制度の継続・拡充を要望
します。 
③ 専門家派遣の拡充（派遣回数の
増） 

・店舗運営の支援や商店街指導等を目的とした専門家の派遣事業
を継続するとともに、派遣回数を１事業者あたり３回から５回
に拡充していく。 

（産業部 商業観光課） 

・商業活性化対策費（１７百万円） 

通番 ３ 
 

 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
１ 小規模事業者の経営支援の強化 

（１）個別小規模事業者に対する補助
制度の拡充（個社支援制度）  
 
地域経済の担い手である小規模事業
者への補助制度の継続・拡充を要望
します。 
④ 創業者に対する初期投資に係る
開業資金や新たな雇用創出に対する
助成 

・創業者向けの経済環境適応資金創業等支援資金に対する信用保
証料補助を引き続き実施し、創業者の開業資金に係る負担を軽
減していく。また、商業の担い手の確保と維持のため、次年度
からは創業機運醸成事業において、創業に関心のある若者に向
けた資金計画作成の支援や空き店舗の視察など、創業を後押し
する取組を行っていく。 

（産業部 商業観光課） 

・信用保証料補助金（環創）（７百万円） 
・商業活性化対策費（１７百万円） 
 

通番 ４ 
 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
１ 小規模事業者の経営支援の強化 

（２）小規模事業者に対する金融支援
施策の充実  
 
金融機関が行う小規模事業者向けの
融資において、借入に係る負担を軽
減するため小規模事業者に特化した
資金調達の利便性向上を図るための
施策を維持・拡充するよう要望しま
す。 

① 信用保証料補助金の継続、拡充 
② 利子補給制度の創設 

 
 

・豊田市商工業者事業資金、愛知県中小企業向け融資制度である
「小規模企業等振興資金」及び「経済環境適応資金」の借入れに
係る信用保証料について、信用保証料補助金を引き続き実施し
ていく。 

・信用保証料の補助を他市よりも優遇した内容にしているため、
利子補給制度の創設は予定していないが、利子補給の効果につ
いては他市の実績も調査しながら研究していく。 

（産業部 商業観光課） 

・信用保証料補助金（３７百万円） 
 

通番 ５ 
 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
１ 小規模事業者の経営支援の強化 

（３）中小企業の BCP の普及促進に
向けた支援強化 
 
度重なる自然災害を踏まえて、中小
企業・小規模事業者においても防災
対策意識が非常に高まっています
が、ＢＣＰの策定状況は低い水準に
留まっています。ＢＣＰ策定を推進
するための支援を要望します。 
 
① ＢＣＰの必要性の積極的な周知・
啓発 
② ＢＣＰを策定した中小企業・小規
模事業者及び商工会・商工会議所が
防災設備を導入するための助成金制
度・防災設備導入支援（ＢＣＰ策定事
業者へのメリット付与） 
③ 専門家派遣による支援、耐震化が
必要な事業所等への補助制度の創設 

・中小企業の経営力高度化を促進するため、ＢＣＰ策定に係る経
費の一部を補助することで、中小企業・小規模事業者の事業継
続に向けた取組を引き続き支援、周知していく。 

（産業部 産業労働課） 
 
・企業の防災・減災にかかる取組として、２０１９年から愛知工

業大学と連携し、豊田市内の企業のＢＣＰ作成を支援するため
のセミナーを開催している。さらに、受講後フォローアップ講
座を行い、ＢＣＰの活用や見直しへの支援を通じて、今後も企
業防災力の向上を図っていく。 

（地域振興部 防災対策課） 
 

・耐震改修促進法に基づく特定規模以上の事務所や工場等につ
いて、耐震診断や改修に対する補助制度により支援していく。 

（都市整備部 建築相談課） 

・経営力強化支援補助金（１２百万円） 
 
 
 
 
・企業防災推進費（１百万円） 
 
 
 
 
 
 
・民間非木造建築物耐震化補助金 
（９百万円） 

 

通番 ６ 
 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
１ 小規模事業者の経営支援の強化 

（４）伴走型小規模事業者支援推進事
業への支援強化 
 
令和元年度以降、商工会と市が一緒
に経営発達支援計画を作成し国の認
定を受けることになりました。この
経営発達支援計画を受けて伴走型小
規模事業者支援推進事業に取り組ん
で行くことになります。つきまして
は、今後も引き続き必要な支援を要
望します。 

・共同で作成した経営発達支援計画を基に、引き続き小規模事業
者の経営支援強化について更なる連携をしていく。 

（産業部 商業観光課、産業労働課） 

・中小企業指導事業補助金 
（８４百万円） 

通番 ７ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
１ 小規模事業者の経営支援の強化 

（５）「豊田市商業パワーアップ支援
補助金」の拡充 
 
豊田市では商業パワーアップ支援補
助金等の制度を整備いただきました
が、販路拡大、売上の増加に取組む全
ての事業者が利用できる制度とし
て、対象経費の拡充や補助率の見直
しなど、この市独自の制度の更なる
拡充を要望します。 
 
① 広報費(パンフレット・チラシ・看
板作成費)、新商品開発費(包装パッ
ケージ 
デザイン費・試作品原材料費）、展示
会等出展費、販路開拓費を追加 
② 補助率を１/２から２/３に拡充
し補助上限額の増額 

・令和７年３月策定予定の商業活性化プラン（２０２５－２０２
９）の重点施策である新事業展開へのチャレンジの促進を図る
ため、インターネット広告やＳＮＳ広告等の掲載に係るプロモ
ーション経費を補助対象に加え、商業パワーアップ支援補助金
において引き続き支援していく。 

（産業部 商業観光課） 

・商業パワーアップ支援補助金 
（２５百万円） 

通番 ８ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
２ 商工会事業運営に対する人材及
び財政的支援の維持・拡充 
 
商工会は、地区内の小規模事業者を
支援するため、地域密着型の巡回訪
問の強化、拡充を徹底し、小規模事業
者が抱える経営課題の把握と解決に
向け積極的に取り組んでいます。そ
のためには、事務局の体制確立が必
要不可欠であり、商工会の人件費や
事業費など行政と商工会が一体とな
って取り組む地方振興対策に係る予
算とあわせ、十分かつ安定的に確保
されるよう要望します。 
① 中小企業団体等指導事業補助金

（経営改善普及事業）の上限額の増
額・補助率、補助対象事業費（福利厚
生費）の拡充 
② 商工会館の大規模修繕を確実に
進める為に必要な費用等の支援をい
ただきたく、予算枠の確保の継続を
要望いたします。 

・中小企業の経営に関わる相談機能の強化と商工会の組織強化
を図るため、令和元年度から経営改善普及事業の対象を拡大
し、事務局⾧設置費の支援を行っているが、今後将来を見据
えた必要な対応を検討していく。また、引き続き地域に根ざ
し、小規模事業者にとって身近な支援機関が行う経営改善普
及事業の円滑かつ効果的な実施を支援していく。 

・商工会の修繕については、修繕内容や金額の妥当性を判断し
た上で、必要な支援を行っていく。 

（産業部 商業観光課） 

・中小企業指導事業補助金 
（８４百万円） 

通番 ９ 
 

 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
３ 小規模企業振興基本法制定に伴
う中小企業、小規模企業振興基本条
例の早期制定と商工会との連携の推
進 
 

「小規模企業振興基本法（小規模基本
法）」に基づく地方自治体が商工会等
と連携しながら小規模事業対策の一
層の拡充強化を図っていくための

「小規模企業振興基本条例を制定し、
以下の項目を盛り込むよう引き続き
要望します。 
 

（１）小規模企業の振興の基本原則 
小規模事業者の振興について、「成

⾧発展」のみならず、「事業の持続的
発展」 を位置づけること。 

（１）（２） 
・小規模企業振興基本法改正による中小企業及び小規模事業者の

支援に係る理念や方針については、豊田市商業活性化プラン
（２０２１ー２０２４）及び産業振興プラン（２０２１ー２０
２４）において明確に示している。これらのプランを承継する
次期商業活性化プラン及び次期産業振興プランにおいても従
来の方向性を堅持し、地域の実情を鑑みた上で、必要な支援を
行っていく。 

（産業部 商業観光課、産業労働課） 

・中小企業指導事業補助金 
（８４百万円） 

通番 １０ 
 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
３ 小規模企業振興基本法制定に伴
う中小企業、小規模企業振興基本条
例の早期制定と商工会との連携の推
進 
 

「小規模企業振興基本法（小規模基本
法）」に基づく地方自治体が商工会等
と連携しながら小規模事業対策の一
層の拡充強化を図っていくための

「小規模企業振興基本条例を制定し、
以下の項目を盛り込むよう引き続き
要望します。 
 

（２）商工会との連携 
市が地域の金融機関、他の公的機関
等と連携しながら小規模事業者に寄
り添って支援する商工会の位置づけ
を明確にし、小規模企業施策の実施
に必要な財政上の措置を講ずるこ
と。 

  

通番 １１ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
３ 小規模企業振興基本法制定に伴
う中小企業、小規模企業振興基本条
例の早期制定と商工会との連携の推
進 

「小規模企業振興基本法（小規模基本
法）」に基づく地方自治体が商工会等
と連携しながら小規模事業対策の一
層の拡充強化を図っていくための

「小規模企業振興基本条例を制定し、
以下の項目を盛り込むよう引き続き
要望します。 
 

（３）商工会への加入促進 
商工会と地域全体の商業者との連携
による地域づくりが不可欠であるこ
と から、スーパーやコンビニエンス
ストアなどのチェーンストア及び大
型店等 の積極的な商工会への加入
を促すための規定を盛込むこと。 
とりわけ、「愛知県商業者等による地
域貢献活動の推進に関する条例」に
規定される店舗面積 3,000 ㎡以上の
規定をそれ以下でも地域商工会と意
見交換し協力体制が構築できるよう
要望します。 

・商業振興条例第７条にある「商業者の責務」において、商業者
は地域社会の担い手として地域経済団体及び商店街団体への
加入に努め、商業の振興、地域貢献のために地域経済団体及び
商店街団体が行う施策及び事業の実施に協力するものと規定
されているため、引き続き条例の運用に努めていく。 

（産業部 商業観光課） 

 
 

通番 １２ 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
４ 商工会地域事業者の受注機会の
確保 

（１）公共事業における予算増と受注
機会の確保 
 
山間地域における公共事業の予算増
と災害時において迅速な対応ができ
る建設業者を確保する観点から、商
工会員である地元建設業者を優先し
た受注機会等の配慮を引続き要望し
ます。 

・中山間地域における社会資本の維持と災害時の応急復旧に必
要な建設業の維持を目的とした中山間地域維持型総合評価方
式や、地域型総合評価方式を活用し、中山間地域における地
元建設事業者への優先的な発注にこれまでも努めている。 

・競争性の確保を前提に、地域に精通した事業者が受注を確保
できる環境に資する入札条件について検討を進め、引き続
き、市内事業者への優先的な発注に取り組んでいく。 

（総務部 契約課） 

 

通番 １３ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
４ 商工会地域事業者の受注機会の
確保 

（２）物品等の地元業者からの調達 
 
物品等の調達について、商工会員を
優先した地元事業者の納入機会の確
保と拡大を要望します。 

・競争の公平性を確保するため、商工会員を優先することはで
きないものの、物品等の調達に限らず、契約課では一貫して
市内事業者を優先して発注している。契約の履行品質を確保
するための資格要件や実績要件を充足する市内事業者が少な
く、入札における競争性を確保できない場合に限り市外事業
者を含めた発注としている。 

・一方、予定価格３０万円以下の物品調達は担当課の直接発注
としており、発注には地域性を踏まえ事業者の選定に努める
よう指導している。 

・また、各学校やこども園にも地元事業者の取扱品目を情報提
供し、極力地元事業者から購入するよう指導を行っている。 

・担当課の発注には今後も地元事業者からの調達を指導してい
く。 

（総務部 契約課） 

 

通番 １４ 
 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
４ 商工会地域事業者の受注機会の
確保 

（３）地域限定プレミアム商品券の発
行 
 
引き続き事業を継続していただくと
ともに、事務費用の自己負担割合の
見直しと対象経費の拡充を要望しま
す。 
① 対象経費に人件費、手数料及び委
託費を追加 

・プレミアム商品券事業やキャッシュレスポイント還元事業等の
消費喚起施策については、景況に応じて検討していく。 

（産業部 商業観光課） 
 

 

通番 １５ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
５ 商工会地域における産業の積極
的な育成 

（１） 農商工連携等の促進 
 
商工会及び会員が行う農商工連携事
業・６次産業化について、企画、試作
品製造、マーケティング調査等への
支援及び対象団体の拡充を要望しま
す。 

・山村地域等における中小企業が行う新製品・新技術の開発等に
対して、引き続き、補助額の上乗せにより、農商工連携も含め
て新事業展開を支援していく。 

（産業部 次世代産業課） 
 
・商工会については、中小企業団体等事業費補助金において、マ

ーケティング調査や特産品開発における試作品のための費用
等を支援対象としている。また、個々の事業者についても、マ
ーケティング等の専門知識を持ったアドバイザーの派遣事業
があり、今後もこれらの周知と活用を図っていく。 

（産業部 商業観光課） 
 
・６次産業化のノウハウや高付加価値化のポイントなどを学ぶ研

修会を開催するほか、６次産業化に取り組む農業者の多様なニ
ーズに対応できる補助制度を創設し、具体的な商品開発や新サ
ービスの創出・販路拡大を引き続き支援していく。 

（産業部 農政企画課） 

・ものづくり創造補助金（２１百万円） 
 
 
 
 
・商店街等事業機会拡大事業補助金 
（１０百万円） 

・商業活性化対策費（１７百万円） 
 
 
 
 
・農商工連携促進費（１百万円） 
・６次産業化促進費（１百万円） 
・６次産業化推進補助金（６百万円） 

通番 １６ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
５ 商工会地域における産業の積極
的な育成 

（２） 販路開拓の支援について 
 
小規模事業者の新たな事業展開によ
る販路開拓を支援するため、特産品
の販売会・商談会への出店に係る経
費などへの支援を要望します。 
 
① とよたの特産品展の対象経費（会
場費、会場設営費、広告費、報償費、
委託費）の増額 
② 全国展開の展示会（東京インター
ナショナルギフトショーなど）出店
費用（出展料、小間装飾台、運搬費、
広告費、旅費）の新規支援 

・商品・サービスの高付加価値化のため、平成２３年度から６商
工会や豊田商工会議所と組織している「とよたの特産品展実行
委員会」を継続するとともに、「とよたの特産品展」の開催を
支援していく。 

・全国展開の展示会の出展については、とよたの特産品展実行委
員会にて今までの取組の成果を評価した上で、今後の特産品展
の在り方を協議し、方向性を定めた上で、必要な支援について
検討していく。 

（産業部 商業観光課） 

・農商工連携促進費（１百万円） 

通番 １７ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
５ 商工会地域における産業の積極
的な育成 

（３） 観光の振興 
 
地域の観光施設の計画的な設備と、
広域観光の在り方についての積極的
な指導、支援を引き続き要望します。 

・令和７年３月策定予定の観光実践計画（２０２５－２０２９）では、
「豊田の強みを活かした戦略的な観光振興」を柱に位置付け、広域
的な誘客が期待できる取組などを実施し、また、「受入環境の整備」
も柱のひとつとし、観光地の拠点整備を順次進めていく予定であ
る。 

・今後も、（一社）ツーリズムとよた、各地区観光協会、行政が連携
し、全市的な観光産業の推進に取り組んでいく。 

（産業部 商業観光課、地域振興部 関係支所） 

・ツーリズムとよた補助金 
（１１０百万円） 
・観光まちづくり推進費（１１百万円） 

通番 １８ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
５ 商工会地域における産業の積極
的な育成 

（４） 事業承継に対する円滑な支援
施策の充実 
 
経営者の高齢化や経済情勢の悪化に
より休廃業が進む中、地域経済の未
来の担い手である小規模事業者の後
継者が、事業承継を機に経営革新な
ど新規事業の展開をするにあたり、
設備投資や改修・改築費など各種支
援施策の拡充強化が極めて重要だと
考えます。 
そのため、事業承継に係る利便性向
上を図るための所要の施策を講ぜら
れるよう要望します。 
① 信用保証料補助の継続・拡充 

・持続可能な地域経済の発展のためには、円滑な事業承継は必要であ
り、制度融資である経済環境適応資金（事業承継資金）に係る信用
保証料の補助を継続していく。また、市内事業者のＳＤＧｓに関す
る取組内容を評価し、その取組レベルに応じて認証を付与する「豊
田市SＤＧｓ認証制度」で認証を得た事業者には補助率を増額する
取組を引き続き実施していく。 

（産業部 商業観光課） 
 

・信用保証料補助金（３７百万円） 
 
 
 
 
 
 

通番 １９ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
５ 商工会地域における産業の積極
的な育成 

（４） 事業承継に対する円滑な支援
施策の充実 
 
経営者の高齢化や経済情勢の悪化に
より休廃業が進む中、地域経済の未
来の担い手である小規模事業者の後
継者が、事業承継を機に経営革新な
ど新規事業の展開をするにあたり、
設備投資や改修・改築費など各種支
援施策の拡充強化が極めて重要だと
考えます。 
そのため、事業承継に係る利便性向
上を図るための所要の施策を講ぜら
れるよう要望します。 
② 事業承継のための設備投資や改
修・改築費用への支援 

・事業承継に係る支援については、制度融資である経済環境適応
資金（事業承継資金）に係る信用保証料の補助を継続していく。 

（産業部 商業観光課） 
・円滑な事業承継を促進するため、事業承継計画の作成や専門業者

への仲介に係る費用に対し、経営力強化支援補助金により支援を
行っていく。 

（産業部 産業労働課） 

・信用保証料補助金（３７百万円） 
 
 
・経営力強化支援補助金（１２百万円） 
 
 
 

通番 ２０ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
５ 商工会地域における産業の積極
的な育成 

（４） 事業承継に対する円滑な支援
施策の充実 
 
経営者の高齢化や経済情勢の悪化に
より休廃業が進む中、地域経済の未
来の担い手である小規模事業者の後
継者が、事業承継を機に経営革新な
ど新規事業の展開をするにあたり、
設備投資や改修・改築費など各種支
援施策の拡充強化が極めて重要だと
考えます。 
そのため、事業承継に係る利便性向
上を図るための所要の施策を講ぜら
れるよう要望します。 
③ 飲食業等の食品衛生許可業種の
事業承継における合併処理浄化槽の
設置補助 

・浄化槽設置費補助金は、専用住宅に居住する個人を対象として
いるが、飲食業等であっても床面積の2分の１以上が住宅とな
っている併用住宅については、単独処理浄化槽や汲取り便所か
ら合併処理浄化槽に転換する場合や、重篤な破損等により合併
処理浄化槽の更新を行う場合には補助金の交付対象としてい
る。現時点で、法人への適用や建築要件等の緩和など補助対象
を拡大することは検討していない。 

   （上下水道局 下水道施設課） 

・合併処理浄化槽設置費補助金 
（１３７百万円） 

通番 ２１ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
６ 商工会地域の定住対策の促進

（１） 定住対策の充実 
 
山村部の人口減少に歯止めをかけ、
企業が新たに従業員を雇用するため
には、移住・定住促進を図る必要があ
り、会社の近隣での住居の確保が課
題です。 
しかし、山間地にある市営住宅等へ
の入居希望も多々あるのですが、急
傾斜地を理由に空き家のままの状況
であり、現在、入居できない状況の市
営住宅が稲武地域だけでも２ヶ所で
６棟あります。これらの住宅の活用
を含め、移住・定住対策の推進を要望
します。 

・土砂災害特別警戒区域（以下レッドゾーン）に指定された山村
地域活性化住宅は、入居者の安全を最優先に募集停止の措置を
実施している。これらの住宅の活用については、レッドゾーン
の指定情報をもとに調査を行い、利活用の可能性について判断
していく。 

・山村地域活性化住宅を活用した移住・定住対策は、入居者が地
域コミュニティに参加し、地域への定住に繋げるまでを一つの
パッケージとして地域や支所と協力して取り組んでおり、引き
続き既存の住宅を最大限活用する運用を行っていく。 

（都市整備部 定住促進課） 

 

通番 ２２ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
６ 商工会地域の定住対策の促進

（２） 宅地供給のための規制緩和条
例の制定 
 
市街化調整区域内(藤岡地区)の宅地
供給方法として、住宅５０戸連たん
が確保できれば住宅建築が可能とな
るよう、市街化調整区域の規制緩和
条例の制定をお願いするとともに、
市街化調整区域の徒歩圏内の考え方
の見直しを要望します。 
・市街化調整区域において別表第１
住居系３地域核型「藤岡支所の徒歩
圏内（概ね１㎞以内）であること。」
を「藤岡支所の徒歩圏内（概ね２㎞以
内）であること。」に一部改正するこ
と 

・豊田市では、市街化調整区域での宅地供給施策として、都市計
画法第３４条第１０号の地区計画制度を運用しており、藤岡地
区においても市街化調整区域内地区計画運用指針に定める地
区要件のうち、市街化区域隣接型、地域核型及び大規模既存集
落型での開発が可能である。 

・この地区計画制度の活用によって宅地供給は図られるものと考
えており、法第３４条第１１号を活用した条例の制定は考えて
いない。 

・藤岡支所から広範囲で開発を許容することは、スプロール化等
により、支所周辺の人口維持に支障を来すおそれがあるため、
地域核型における支所から概ね１ｋｍ圏内の設定は、妥当と考
えている。 

・藤岡支所周辺は、第９次総合計画における生活拠点として、暮
らし機能や居住を維持・誘導するため、市街化調整区域内地区
計画運用指針の改正等により、民間活力を活用した宅地開発の
誘導を図っていく。 

（企画政策部 都市計画課、都市整備部 開発調整課） 

 

通番 ２３ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
７ 商工会地域の継続的なコミュニ
ティ維持と地域課題に取り組む事業
者への支援 －「豊田市山村地域貢
献事業応援補助金」の拡充－ 
 
少子高齢化、過疎化が加速的に進行
している山村部（商工会地域）を継続
的に存続させるための、商工業振興、
観光振興、福祉等あらゆる部署が連
携した過疎地域に対する総合的な支
援を要望します。 
 
① 補助対象経費に人件費、保険料等
含めてください 
② 補助所管部署のみではなく、関係
部署が連携した対策の検討・情報共
有体制の構築 

① 
・令和７年３月策定予定の商業活性化プラン（２０２５－２０２

９）の重点施策である食料品・日用品の買い物不便の解消に向
け、買い物困難者支援事業費補助金の対象経費に人件費を新た
に加え、支援を拡充していく。 

② 
・買い物環境改善に向けた協議体制を整備し、組織横断的に市内

の買い物環境の改善を図る。 
 （産業部 商業観光課、福祉部 高齢福祉課、 

地域振興部 地域支援課、関係支所） 

 
・買い物困難者支援事業費補助金 
（８百万円） 

通番 ２４ 
 
 
 



６商工会「商工会を中心とした地域商工業振興に対する支援体制の拡充に係る要望書」への回答 
 
 

要望内容及び具体的内容 要望内容及び具体的内容に対する対応（担当課） 
主な計画事業(令和７年度当初予算) 

その他参考事項 
８ 商工会青年部、女性部活動への
支援強化 
 
商工会青年部、女性部に対しては、地
域の小規模事業者の持続的発展のた
め、新事業展開や後継者育成、事業承
継を進める事を目的にその活動の推
進に対する支援を受けているところ
でありますが、その役割は単に個々
の事業の発展に資することのみにと
どまらず、これからの商工会活動の
担い手として、また、地域経済の活性
化の推進役としても期待されていま
す。 
従って、部員相互の資質向上はもと
より、青年部、女性部が実施する地域
の課題を解決し、地域経済の活性化
に貢献する積極的な事業を推進して
いくための定額的な支援を要望しま
す。 
 

・各地区商工会における青年部、女性部の活動に対しては、これ
までどおり中小企業団体等事業費補助金において支援してい
く。 

（産業部 商業観光課） 

・中小企業指導事業補助金 
（８４百万円） 

通番 ２５ 
 
 

 


